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国・地域 EU 英国 ドイツ フランス 米国
2050年
目標

80～95％削減
(90年比)

80%以上削減
(90年比)

80～95％削減
(90年比)

4分の1に削減
(90年比)

80%削減

策定根拠・
策定年

2009年
欧州理事会（首脳
級）による目標の設定

2011年
目標を再確認

気候変動法（Climate 
Change Act 2008）
(2008)

Energy Concept (2010)
※ 経済エネルギー省及び環境省

が策定、連邦政府が承認

グリーン成長のためのエネルギー
移行法（Energy 
Transition for Green 
Growth Act） (2015)

気候変動交渉に
関する日米共同
メッセージ
(2009.11)

対策・施策
の例

Roadmap for 
Moving to a 
Competitive Low 
Carbon Economy 
in 2050やEnergy 
Roadmap 2050等
の推進。

低炭素技術普及に向
け、ETSや税の重要
性について言及。

【対策・施策の例】
• 電力に占める低炭素

技術の比率を2050
年にほぼ100%に。

• 自動車の燃費改善・
交通流対策。

• 2021年以降の新築
建物はほぼゼロエネル
ギー化。

• 産業部門での2035
年以降の大規模な
CCS導入。

気候変動法で、5年間に排出
される温室効果ガスの上限値
「カーボンバジェット」を第5期
（-2032）まで設定。

気候変動法に基づくCarbon
Plan（2011）を推進。

気候変動法では、当局が排
出量取引制度に向けた準備
できるとの記載。

【対策・施策の例】
• 2050年の電力需要は07年比

で30～60％増加するが、再エ
ネ・原子力・CCS火力の低炭
素電力により供給される。

• 2050年までに建築物からの排
出ほぼゼロ（エネルギー消費削
減と冷温熱供給の脱炭素化）。

• 2050年までに、乗用車と貨物
車のほとんどが超低排出車。

省エネ：2050年に一次エネル
ギー消費50%減、電力消費
25％減（いずれも08年比）。

再エネ：2050年に、発電のう
ち再エネの割合を80%に、最
終エネルギー消費のうち、再エ
ネの割合を60%に。

EUのエネルギー政策との統合
に関して、EU-ETSに言及。

新たな長期計画（Climate 
Action Plan 2050）策定中。
2016年内の成立を目指す。

【対策・施策の例】
• 2050年の建物物からの排出を

ほぼClimate-neutralに（エ
ネルギー消費の大幅削減、残り
は再エネによる供給）。

• 2050年の運輸部門の最終エ
ネルギー消費を05年比40%
減（再エネ電力による電気自
動車と燃料電池自動車、及び
バイオ燃料の利用）。

省エネ：2050年の最終エネ
ルギー消費を2012年比で
50%減。

エネルギー移行法に基づき、
温室効果ガス削減目標の達
成に向けた包括的枠組みと
部門別戦略を定めた「国家
低炭素戦略」（SNBC）と、
「カーボンバジェット」を第３期
まで（-2028）設定。

中長期的な投資喚起に向け、
炭素価格を、2020年56€、
2030年100€（１トンCO2
排出量当たり）に引き上げ。
同時に、他の労働や所得に
対する課税を引き下げ。

【対策・施策の例】
• 2050年までに全ての建物が

低エネルギー消費ビル(LEB)
基準に適合。

2016年に長期
の発展戦略
（long-term 
low greenhouse 
gas emission 
development 
strategies）を策
定予定。2016年
3月の米加共同
声明にて表明。

（資料1） 先進各国の長期的な省CO2戦略

（出典）中央環境審議会 地球環境部会 長期低炭素ビジョン小委員会、第1回、資料4、2016年9月 2



（資料2） 住宅・建築物ＷＧ（2012）におけるゼロエミッションに向けた検討（1/2）

（出典）中央環境審議会 地球環境部会 2013年以降の対策・施策に関する小委員会、住宅・建築物WGとりまとめ、2012年4月 3



4（出典）中央環境審議会 地球環境部会 2013年以降の対策・施策に関する小委員会、住宅・建築物WGとりまとめ、2012年4月より作成

（資料3） 住宅・建築物ＷＧ（2012）におけるゼロエミッションに向けた検討（2/2）



（資料4） 発電技術別のライフサイクルCO2排出量

（出典）今村他、「日本における発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価」、電力中央研究所報告 総合報告：Y06、 2016年7月、
P. 45より作成 5
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注2) 原子力は、使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル放射性廃棄物処理等を含めて算出。
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（資料5） 民生部門のエネルギー消費量の推移

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成

6



（資料6） 家庭部門の用途別エネルギー消費量の国際比較

（出典）住環境計画研究所編「家庭用エネルギーハンドブック（2014年版）」より作成

（注）米国の「調理」は「その他」に含まれる。
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（資料7） 東京都の温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度の概要

（出典）環境省「諸外国における排出量取引の実施・検討状況」、2016年6月



（資料8） 家電製品の早期買替促進の有効性

（出典）資源エネルギー庁「省エネ性能カタログ 2016年夏版」
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10

（資料9） CASBEE（建築環境総合性能評価システム）の概要

●住宅・建築物・まちづくりの環境品質の向上（室内環境、景観への配慮等）と地球環境への負荷の低減等
を、総合的な環境性能として一体的に評価を行い、評価結果をわかり易い指標として示す「建築環境総合
性能評価システム（CASBEE: Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency）」
の開発・普及を推進。 （2001～） （自治体におけるCASBEE評価登録件数：14,048［2014.3現在］）

（出典）今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について（第一次答申）、参考資料集、2015年1月



（資料10） IPCCによる建築分野の緩和策の主な副次効果（コベネフィット）

経済 社会 環境 その他

燃料転換，

再生可能エネルギー導
入，
屋上緑化，

その他排出強度削減
対策

↑ エネルギーセキュリティ
↑ 雇用への影響
↑ エネルギー補助金の必要
性低下
↑ 建物の資産価値

燃料貧困（住宅）：
↓ エネルギー需要
↑ エネルギーコスト
↓ エネルギーアクセス

（エネルギーコスト増）

↑ 女性・子供の生産時間

（伝統的な調理コンロの代
替）

住宅内の健康影響：
↓ 屋外大気汚染
↓ 屋内大気汚染（途上国）

↓ 燃料貧困
↓ 生態系影響（屋外大気汚染減）

↑ 都市の生物多様性（屋上緑
化）

都市の
ヒートアイ
ランド効
果の低減

既存建物の改修
優れた新築建物
高効率家電製品

↑ エネルギーセキュリティ
↑ 雇用への影響
↑ 生産性（商業ビル）
↑エネルギー補助金の必要性
低下
↑ 建物の資産価値
↑ 災害強靭性

↓燃料貧困（改修、高効率
機器）

↓ エネルギーアクセス
（投資コスト増）

↑ 熱環境の快適性（改修、
優れた新築建物）

↑女性・子供の生産時間
（伝統的な調理コンロの代替）

健康影響：
↓ 屋外大気汚染
↓ 屋内大気汚染（高効率コン

ロ）

↓ 屋内環境条件
↓ 燃料貧困
↓ 不十分な換気
↓ 生態系影響（屋外大気汚染減）

↓ 水消費・汚水発生

都市の
ヒートアイ
ランド効
果の低減
（改修、優
れた新築
建物）

エネルギー需要削減の
ための行動変化

↑エネルギーセキュリティ
↑エネルギー補助金の必要性
低下

↓ 屋外大気汚染減と屋内環境
条件の改善を通じた健康影響
↓ 生態系影響（屋外大気汚染減）

↑↓ プラスの効果、↑↓ マイナスの効果
（矢印の向きは、対象とする指標の増減を示す）

（出典）IPCC, Fifth Assessment Report (AR5), WG3, 2014
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（資料11） 日本の業務部門の用途別エネルギー消費量の推移

（出典）日本エネルギー経済研究所編 「エネルギー・経済統計要覧 2016」より作成
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（資料12） 環境モデル都市と環境未来都市

（出典）内閣府地方創世推進事務局
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（資料13） エアコンの期間消費電力量の推移

（出典）日本冷凍空調工業会

（注）冷暖房兼用・壁掛け型・冷房能力2.8kWクラス・省エネルギー型の代表機種の単純平均値
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平成11年
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5%

平成4年

基準

19%

昭和55年

基準

37%

無断熱

39%
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（資料14） 住宅の断熱性能別ストック割合（2012年）

（出典）統計データ、事業者アンケート等により国土交通省が推計
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投資回収年数

［年］

［万円/世帯］

約100
［万円/世帯］

［万円/世帯］
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0
0 5 10 15 20 25 30

29年16年

断
熱
性
能
向
上
の
た
め
の
工
事
費
用

健康維持増進効果
（ 2.7万円/（世帯・年） ）も
併せて考慮した場合

さらに社会的な便益
（行政負担の減少）も
考慮した場合

11年

光熱費削減のみを
考慮した場合

断
熱
向
上
が
も
た
ら
す
便
益
の
積
算
値

健康維持増進効果を考慮すれば、投資回収年数は大幅に短縮

医療費の国庫負担分を考慮すれば、断熱がもたらす便益はさらに大きい

（資料15） 健康改善という便益を考慮した際の断熱の投資回収年数の短縮

（出典）伊香賀俊治、江口里佳、村上周三、岩前篤、星旦二他「健康維持がもたらす間接的便益（NEB）を考慮した住宅断熱の投資評価」、
日本建築学会環境系論文集、Vol.76、No.666、pp.735-740、2011年8月より作成
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（資料16） 家庭部門のエネルギー消費量の国際比較：エネルギー種別毎

（出典）アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、イタリアはInternational Energy Agency（2013）「ENERGY BALANCES OF OECD
COUNTRIES」より作成。日本は資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「人口推計」より作成。
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（資料17） ライフサイクル・カーボン・マイナス住宅
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（出典）今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について（第一次答申）、参考資料集、2015年1月

●使用段階のCO2排出量に加え資材製造や建設段階のCO2排出量の削減、長寿命化により、ライフサイクル
全体（建築から解体・再利用等まで）を通じたCO2排出量をマイナスにする住宅の開発・普及を推進し、我が
国の地球温暖化防止対策の一層の進展に寄与する。


